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家庭の節電

家庭では、いつ、どれだけ節

(1)関西電力管内

1211

平日9:00-21:00

数値目標なしの節電

※関西電力内にて節電をお願いする期間,時間帯において、それぞれの需要家の前年同月の使用最
電力(kw)の値等を目安とした基準からの節電をお願いします。

(2)九州電力管内

2131 1191211
平日年末年始は12129~ν4を除く)

平日8:00-21:00
8:00-21:00

数値目標なしの節電
'5%ス上の節電

※九州電力管内にて節電をお願いする期間・時間帯において、それぞれの要家の前年同月の使用最
電力(kw)の値等を目安とした準からの節をお願いします。

3)その他の電力管内(北海道、東北、東京、中部、北陸、中国四国)

12/1 平日(年末年始は12129~ν4を除く) 9:00-21.00

をすれボ良いぞ

12119

21:00 時
源エネルギー庁にて推き十J

平日(年末年始は12129~ν4を除く)
9:00-21:00

'10%以上の節電

数値目標なしの節電

※節電をお願いする期間・時間帯において、無理のない囲での節電をお願いします。

塵無理のない範囲でご協力をお願い致します。
被災された地域の方々、障害をお持ちの方々や高齢者の方々、寒冷地にお住まいの方々など、それぞれの

ご事情のもと、無理のない囲でご協力(使用していない部屋の電気はこまめに消す等)をお願いします。

家庭⑦電の使い方の徴は?

冬期平日のの使われ方(イメージ)

2

3123

kvv

平日9:00、21:00

数値目、なしの節電

^

3130

3/30

干日8:00-21:00

数値目標なしの節電

家庭

大口需要家

(製造業の大企業等)'

小口需要家

(中小企業等)

3/30

9:00

(九州は8:0の

朝の奥明等により要がくなる傾向

フ:00 9:00 12:00

節電をお願いしたい時間帯

14:00 18:00

【サンブルデータ等を元に

21:00
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家庭の節電

庭では、冬の夕方どんな気製品を使っている?

く通常、エアコンを用される家庭

洗濯・

乾燥機
2%

ジャー

炊飯器
2%

ノくソコン

2%

家庭における冬の夕方(19時頃の肖費電力(イ卿

待機電力
5%

電気こたつ

1%

器洗い

乾燥機
2%

電気ポット
2%

その

8

く通常、カ

)水便座
2%

電気力ー

ペット

4%

(盲)広い部屋を温める場合は、ヒーターよりエアコンの方が効率的です。

石由ストーブ等を使用さる庭

11

待機電力
7%

テレビ

6%

;}・

燥機

2%

ジャー

飯器

2%

ノくソコン

2%

その他
26%

エアコン

電気力ーペット

＼

^^

乾燥機電気ポット便座
3% 3%3%

ファンヒーター

オイルヒーター

(盲)家には消力ξ大きい 品サニくさあります。
これら気品は、平日の節をおいする時間、特に夕方ユ降は気をつけていましょう。
( D 力ーペット、気ストー、ジー炊飯、気ボット、子レンジ、ホッレート、

、.洗浄座、ドライヤー、オーブントーター、クッキングヒーー、器洗い

洗.機(乾)、浴室乾、除機、アイロン等

ハロゲンヒーター

電気ヒーター

は点格消力のーであり、

冷庫
16%

※上

450W(6 用)

750~110OW◎(ン抄15畳用)

760~100OW(3 用)

1150W

360~1500、Ⅳ

【'源エネルギー庁推計】

気力ー

ペット

6%

120OVV

800~100OW

の消力は、製の 類、使用方 こよりょりま 0



家の節

呂アノ用る庭の口

「節電メニュー」の中から、それぞれのご家庭で無理なく実施できるものを
チェックして頂き、以下を目安にご協力をお願い致します。
ψ関西電力管内:合計が10%以上
ψ九州電力管内:合計力巧%以上

ψその他の電力管内:数値目標はなし(無理なくご協力頂ける範囲

節効果
勺',メよコ.^ (削減率)

(j)・ねなどをして、室温20゜Cを心がけましょう。

②・窓には厚手の力ーテンを掛けましょう

③不要な照明をできるだけ消しましょう

1 ④:思夏雲謂麟醐詠tl、。

メーユ ^

エアコン

照明

テレビ

%

令蔵庫
冷の設定を「弱」1こ変えましょう。

⑤扉を開ける時をできるだけ減らしましょう
食品をつめこまないようにしましょう。

ハー⑥器諸驫厭四熊甃苓鶚、踏詠
しましょう。

温水洗浄座
璃間式 便座保温・温水の設定温度を下げましょう。

不使用時はふたをめましょう。⑦ %未満

園⑧倫三諸磯篇1秀告籍、零鑾tゞ、 g6

9 外出時も⑤(冷蔵庫⑦(温水洗浄便座)、⑧(待機力)のご協力をお願い致します。

EI:三]

[二国

[二刃

E二Ξ

[ニヨ

※設定温度を2゜C下げた合

エアコンを用される家庭の夕方ピーク時の纃費電力(約14伽W)に対する則減の自安
※奨源エネルギー庁計

※標準'エネモードに設定し、
使用時間を2/3に減らした合

ロ
ロ
ロ

甲
ロ
ロ



家庭の電メーユー

庭合・由一 さ<

喰行電メニュー」の中から、それぞれのご家庭で無理なく実施できるものを
チェックして頂き、以下を目安にご協力をお願い致します。
ψ関西電力管内:合計が10%以上
ψ九州電力管内:合計力巧%以上
ψその他の電力管内:数値目標はなし(無理なくご協力頂ける範囲

照月

ーー、)匝)不要な照明をできるだけ消しましょう。

1圏②:思夏又時長壽張堵t弐為。

創③

テレビ

ヨ'

庫

^

ジや一炊飯器

冷の設定を「弱」1こ変えましょう。
を開ける時をできるだけらしましょう

食品をつめこまないようにしましょう。

早朝にタイマー機能で1日分をまとめて炊きましょう。
保温機能は使用せずに、よく冷ましてから冷 に

存しましょう。;④

⑤

血水洗浄便座
瞬問式

節電効果
咸率

園

便座保温・温水の設定温度を下げましょう。
T使用時はふたをめましょう。

[二国

EI:二刃

⑥棚話鸞秀う蹟、1黎締ゞ

.外出時も③(冷蔵庫)、⑤(温水洗浄便座)、⑥(待機電力)のご協力をお願い致します

口

※準→'エネモードに設定し、
使用時問を2/3に減らした場合

%

% 口

※通常、ガス・石油ストーブ

楽緑エネルギー庁計

% .

を使用される家僅の夕方ピーク時の1

% 口

カ(約1^)に対する南械牢の目安

5

伶



家庭の節電メーユ ^

ライフ
タイル

夕方に気製品の使用がならないよう家の段取りをみましょう。
寂庭の電力需要が増える夕方以降に、一斉に負荷の高い電気製品を使用することがないよう、
一日の家事の段取りをお願い致します。

品湿度をつけて、室品の理20゜C)を行いましょう。

(伊j)・家族4人そろった広い部屋でみんなが畷まる場合には、電ストーブよりエアコンが効率的。
広い部屋で1人足元を暖める場合にはエアコンより電ストーブが効率的。

気力ーペツトほ人のいる部分だけを與めるように、ましょう。
設定温度を「中」または「弱」1こするよう心がけましょう。

エアコンのフィルターを定期的 2週に1回程度)1こ除しましょう。

風機やサーキュレーターで部の上部の暖気を環させましょう。

こたつは、上掛けなどを活用し、暖を逃がさないようにしましょう。

トお湯はコンロで沸かし、ポットの源は切りましょう。

容の80%程度を目安にまとめ洗いをしましょう。

力設定を活用しましょう。

夕方のピク時はモップやホウキを使てみましょう。

節電時に注意してほしいこと

カス石由ストーブ等を吏用される場合には、特に以下のことを注意しましょう。

カスや石由を使っときは、を開ナるなどして

その他の節電メニュー

気の暖(ガス・石油以外)を使う蝿合には、エアコンとス
トーブ・ヒーターを上手に使い分けましょう。

器

気

洗濯

パソン

除

チェック

自動的に排気する機器は、ファンの作動音を確認

必す

必?
1。 r_主』ノ/

物が燃えるには、新鮮な空気が必要です。

空気が不足すると、一酸化炭素が発生します。

などは、スの

斤く置力し
洗.ぱさみ等で留めたつもりでも、

落下の危険があります。
返りをうった時に接触して火災になった事伊も

に二つ
6

ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ

ロ
ロ
ロ

々
6



家庭の節電メーユー<取組の例>

OL常エノンを用され家取組伊<関>

く呂j巨皀ク,》重ね着をして、室温20゜C
<テレビ>τ頂⑦輝度を下げ、必要な時以外は消す
<ジャー炊飯器>早朝にタイマー機能で1日分まとゆて炊いて、冷蔵庫保存

0

<照明>不な照B で
<,蔵庫>設 弱」1

<'電>りコンで1

通常エコを使用れ

<呂アコン>重ね着をして、室温20゜C

ナ」けj

開E 時
'<、

を

石由ストブ等を使0通常

<テレビ>画面の輝度を下げ、必要な時以外は消す
<冷蔵庫>設定を「る」に、扉の開閉時間をらし、

さ

品.士め'
切る使わなし

家庭

'フ%
'包%

・・・'1%

合計 1096 !

すない
はプー

庭取例<九州>

い0'エ ^

、新型の製品は消力が少なく、買い替えると大きな効が Lま
す.統一'エネラベルを参考に省エネ家を購入しましょう。けこだし、お使いの

気・、吊をより大型ものに替えると消力力増えることもあJますの」》
ください。》'

<関西>

つに

を抜く

6%

・・・'2%
2

合計'1096

は?

.ミ'享卓^

冨.^.自熱J .'1 M(6 形の
0

ξ芥

=熱ミ討工 b 'づ蛍
なら46い1・、度節工すU

166、

ハて.

.鳳^^

42、榔ν卑

さ

7

家庭の

4.」

を二士め込みすぎないように

合計'フ%

': L

;合:54、人1)1 、

ープ 12VV)1、
でま

'
^、

例 九州>

・ー'⑧%
・・・'2%

合Ξ十'5ツ!

の32V 液

.換することで42
0

一レ とほぼ伺

(8、AI)

銃一'エネ
ラベル

ED

'P
この麻 の

こ

一
一
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、
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節電に関する情報をご紹介
円、 レイ P」{、,・.ノ

h桃Pゾ1WWW。setsuden.EP゛P

具体的な節メニューをご紹介

h廿P:11WWW.meti、EP゛pleadhquakelelectrici
匂ク_supplyl0325_electricity_supply,html

節電に関するお問い合わせ健

TEL.057@,@64443 (9時~17時》

電力がひっ迫したら携"」信舌0スマホ1巳お知らせ

二、
副ご L,」^

ht如ψ/seikatsusetsuden。即.jp/applv

二
一二



使用最大電力 kvV の抑制につ、て

1 ピーク期間・時間帯(※1)において、それぞれの需要家の前年同月(※2)の使用
最大電力(kw)の値等を目安とした基準からの節電をお願いします。
※1)各電力会社管内において節電を要謂する期問・時間帯。

停」:関西電力管内であれば、数値目標を設定するのは12月19B・3月23日(12/29・ν4を除く)平日9:00・21:00
※2)2012任1月であれぱ2011年1月の使用大電力(kw)等

②1日(24時問)を通じた電気の吏用量(kwh)の合計の抑制ではありません。

以下の、関西電力管内における事業所A (1月)の例の場合、前年1月の使用最大電力
5,oookWに対し、今冬10%以上の節電により、今冬1月における平日(ν3, V4を除く) 9:00-21:00
の時間帯は、使用最大電力(kw)が、 4,50okWを超えないよう節電ヘのご協力をお願いします。

使用霞大電力

(kw)

関西電力目内の事業所A (1月)の場合<例>

5,1歎)kw

基準電力

事業所Aの昨年1月11日(火)
の口ードカーブ 4W)

4,50okw

前年1月の使用最大電力(kw)の実績値
(例) 2011年1月11日(火) 5,oookw

イ0g6 '

節

今冬1月の節電目標
(伊D 1月の目標

節電に関する情報をご紹介

政府の節ポータルサイト「節 go,炉」
h杜Pゾ1WWW.setsudengo.jp

具体的な節電メニューをご紹介

節電メニュー
h廿P:11WWW.metigo.炉/earthquakelelectrici
ty supplyl0325 eleC加City supply.html

9:00

(九州は8:0の

(使用最大電力KWの値)
:4,50okWを超え恋いようにする

9:00

治行電を要請する時間帯

12:00 14:00

節に関するお問い合せ朧

節電ダイヤル
TEL.0570-064443 (9時~17時》

力がひっ迫したら帯話・スマホにお知らせ

需給ひっ迫お知昌せサービス
h廿P:1/seikatsu.setsuden.go.jplappl

18:00

21:00

時



今冬、関西電力・九州電力管内を中脚に、電力不足が懸念されます。政府、電力
会社においては、引き続き供給力の確保に最大限の努力をして参のますが、それで
もなお電力需要と供給力にはギャップが発生することが懸念されます。
大変なご迷惑をおかけしますが、需給ギャップによる停電の発生を回避するため、

ライフライン機能の維持や生産活動等に実質的な影響が生じない範囲で、以下のと
おの自主的な節電のご協力をお願い申レ上げます。

(1)関西電力管内

3/2312/

事業者の皆様・ご家庭の皆様ヘ
今冬の節電ヘのご協力のお願い

早同(年未年始は12129 ν4を除
平目9:φ0-21;φ0 9;φφ・21:00

数値目標なしの飾電 ' 1@%以上の^電.:

※関西電力管内にて節電をお願いする期間・時間帯において、それぞれの需要家の前年同月の使用最大電力
(kw)の値等を目安とした基準からの節電をお願いします。(面参照)

※'10%以上の節電を実施した場合、ライフライン機能等ヘの支障や生産活動に実質的な影を及ぼす場合に
は、影・'が生じない範囲で自主的に目標を設定頂き、節電をお願い致し談す。その場合には、事業所の業務
部門については共通目標('10%以上)を上回る節電をお願いします。

(詳細は、 ht如:11WWW.meti.go.jplea此hquakelelectrlcity_supplyl0325_eleC加dw_SU即ly.htm1をご覧ください。)

(2 九州電力管内
2312119 313012門

※平日(辱末年始は12129~ν4を除く) 9:00・21:00において、国民生活及び経済活動に支障を生じない範囲
(照明・空調等の節電等)での節電をお願いします。(裏面参照)

3/30

早日9:00・21:00

数価目1 なしの節電

12119

参考資料3

平日8:00-21:00

数直目標なしの節電

平日(未年始は12129~ν4を除
平日8:00-21 00

8:00-2:00
節電数値目樺なし

'5%以上の価電

※九州電力管内にて節電をお願いする期問・時問帯において、.それぞれの需要家の前年同月の使用最大電力
(kw)の値等を目安とした基準からの節電をお願いします。(裏面参照)

※'5%以上の節電を実施した場合、ライフライン機能等ヘの支{、や生産活動に実質的な影を及ほす場合には、
影が生じ恋し.、範囲で,自主的に目標を設定頂き、節電をお願い致し談す。その場合には、事業所の業務部門
については共通目標('5%以上)、を上回る節電をお願いし衰す。

(詳糸倒該、・h壮P:1/WWW,meti.go.jplea代hquakeleleC加CiW」Supplyl0325_electridw_SUPP!y.htm1をごください。)

その他の電力管内(北海道、東北、東京、中部、北陸、中国、四国)

3130平目(1軍末葬始は12129~V4を除く) 9÷φφ・21:田φ

数値目標葱、しの節電X

平成23年"月

経済産業省

被災された地域の皆様ヘ
特に無理のない範囲でのご協力をお願い致レます。
く例えぱ、昼休みの消灯、使用していないエリアのこまめな消灯等)

( 3)

1211



農林水産省大臣官房長殿

標記の件にっき、「省エネルギー・省資源対策推進会議省庁連絡会議」にお

いて、牙1絲氏のとおり決定されましたので、通知します。

つきましては、冬季の省エネルギーの推進に一層の御努力を頂くとともに、

貴省庁等管下の政府関係機関、関係団体及ぴ関係業界、地方公共団体等にお

いても、協力方御配慮いただくよう併せてよろしくぉ願いいたします。

府政共生第735号

平成23年11月1日

冬季の省工才、ルギー対策について(通知)

内閣府政策統括官(共生社会政策担当)

(公印省略)

(別添2)

連絡先

内閣府政策統括官(共生社会政策担当)付
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平成23年11月1日

省エネルギー・省資源対策推進会議省庁連絡会議決定

オイルショック以降、大幅に増加した民生部門を中心としたエネルギー需要の増大ヘの対

策が大きな課題となっている。また、新興国の経済発展による世界的なエネルギー需要の増

大等を背景として、化石燃料の市場価格の上昇圧力が高まっていることにより、エネルギー

市場が不安定化し、家庭、事業者、地域など国民生活全般に対して、大きな影響を与えるよ

うになっている。加えて、世界は地球温暖化という共通の脅威に直面しており、この解決に

向けて長期間の国際的な取組が必要となっている。

本年3月に発生した東日本大震災は我が国に未曾有の被害をもたらした。・これは、大規模

な地震と津波に原子力発電施設の事故が重なるという、我が国がかつて経験したことのない

ものであり、その被害が東日本の極めて広域に及んだことはもとより、その影響は我が国社

会経済や産業の全体に対し深刻なものと.なった。との国難とも言うべき震災を乗り越えるた

めに、現在、政府と国民が一丸となり、各々の力を結集して復興に挑んでいるところである。

今般の震災によって、東京電力及び東北電力管内の電力供給力の不足が顕在化し、東京電

力管内では計画停電という緊急措置を実施せざるを得ない事態となり、国民生活や産業活動

に大きな影響を及ぽした。国民・産業界の積極的な節電ヘの協力、取組もあり当該管内での

夏の電力不足は乗.り切ったが、エネルギー消費量が増大する冬は再び電力需給バランスの悪

化が見込まれる。

こうした中で、省エネルギー対策を継続的かつ着実に実施することは、石油等のエネルギ

一源を他国に大きく依存する我が国のエネルギー安定供給の確保、さらには地球温暖化対策

にっながるだけでなく、今般の震災を契機とした電力需給対策ともなるものである。そこで、

今夏の様々な飾電対策で乗り切った経験を踏まえ今回、別添の「冬季の省エネルギー対策に

つぃて」を決定し、国、地方公共団体、事業者及び国民が一体となった省エネルギーに関す

る取組の推進をより一層図ることとする。

冬季の省エネルギー対策について
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1 政府としての取組

1.政府としては、自らが率先して一層の省エネルギーを進める観点から、以下の(D~

(15)に掲げる事項等を着実に実施することとする。この場合において、「京都議定

書目標達成計画」、「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等の

ため実行すべき措置について定める計画(政府の実行計画)」、「国等による環境物

品等の調達の推進等に関する法律(グリーン購入法)」に基づく基本方針及ぴ「国等

に謁ける温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律(以下「環

境配慮契約法」という。)」に基づく基本方針等を踏まえ、とれとともに、地方公共

団体等に対し同様の取組を行うよう強く協力を要請する。あわせて、冬期の電力需給

ギャップの解消に向け、政府はピーク期間・時間帯を通じた使用電力の抑制にも積極

的に取り組む。具体的には、関西電力管内で10%、九州電力管内で5%を目標とし

その他の管内でも活動に支障を生じない範囲で節電に取り組む。、

a)暖房中の室温1、9゜Cの徹底

冬季の省エネノレギー対策について

引き続き、暖房中の室温19でを徹底することなど、エネルギー消費についてきめ

細かな管理を行うこと。なお、数ンピューター室のエアニンの温度についても、コン

ピューターの性能が確保できる範囲内で可能な限り設定温度を調整する等の適正な運

用に努めること。また、執務室で快適に過ごせるよう「ウォーム・ビズ」を心がける

こと。

②電ヒ製

(別添)

席を外す際にはパソコンをこまめにシャットダウンするほか、節電ソフト等により

ディスプレーの照度を落とし、またスリープモード等を活用すること。プリンタ、コ

ピー機、 FAXについても、スリープモードを最大限活用し、使用していないOA機

器のプラグは抜いて業務に支障のない範囲で待機電力を削減すること。電気ポットや

コーヒーメーカー等の使用は極力控えること。また、執務室で使用する冷蔵庫等は、

大幅に集約し、数を削減するとともに、エネルギーを多く消費する旧式のものの廃止

又は買換えを計画的、重点的に進め、買換えに当たっては、エネルギー消費の少ない

ものを選択すること。これらの機器の新規の購入の際も同様とすること。

(3)消灯の徹底とエネルギー消費の少ない照明器具の導入

の エネノレギーヒ
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照明は、業務上特に必要な照度を確保しつつ大幅に削減し、使用していない箇所の

消灯を徹底すること。廊下・ロビーなど共用部分についても、業務に支障のない範囲

で消灯を実施すること。また、庁舎等で使用している白熱電球については、特段の支

障がない限り原則的に全廃し、 LED電球や電球形蚤光ランプ等に切り替え、蛍光灯



器具にっいても旧型はHf型やLED照明器具等のより消費電力の少ないものへの切

替えを推進すること。また、水金艮灯やメタルハライドランプを使用している場合は、

セラミックメタルハライドランプへの切替えを推進すること。

④畔段の利用とエレベーターや自動販売機等の運用見直し

エ'レベーターは運転台数を削減し極力階段を利用するよう努めるこ上。庁舎内の冷

水器や自勵販売機の設置台数を見直すとともに、省エネルギー性能のトップランナー

基準を満たしている自動販売機を設置すること。また、自動販売機の照明を消すよう

要請すること。

(5)公用車の衣率的利用とノーカーデーの実施

公用車等の効率的利用等を図るとともに、併せて職員及び来庁者に自動車利用の抑

制・効率化を呼び掛け、公共交通機関の利用を推進すること。このため、霞が関の中

央官庁において、毎月第一月曜日は公用車の使用を原則自粛する「霞が関ノーカーデ

ー」を実施し、公用車の共同利用等の対策に重点的に取り組むこと。有料道路を利用

する公用車については、 ETC車載器を設置すること。加えて、運転手及び職員ヘの

省エネルギー運転講習の実施などを通じて、エコドライブ(ふんわりアクセル、早め

のアグセルオフ、アイドリングス.トップ、タイヤの空気圧を適正に保つ等)の積極的

な実践を推進すること。

⑥自転車の極的利用

すること。

(フ)エネルギー使用量の把握と職_の意識向上

自転車の共同利用を積極的に導入するとともに、利用しやすいよう手続等の配慮を

フロア、部屋等で照明、 OA機器等のエネルギーの使用状況が定期的に把握できる

仕組みの導入を検討する等、職員の省エネルギーへの実践意識を高めるよう努めるこ

と。

(8)イベント等に当たっての省エネルギー及びグリーン電力の活用

政府が主催するイベント等の実施に当たっては、会場の暖房温度を適正に保ち、省

エネルギーに努めるとともに、民間に委託して行う際には、可能な限りグリーン電力

の活用に努めること。また、政府が後援等をする民間のイベント、会議等についても、

同様の取組が行われるよう促すこと。

(9)エネルギー使用量等の継続削減

以上のようなエネルギーの使用の合理化の措置を講ずるこ上により、国の各行政機

関におけるエネルギー使用量及び使用最大電力を前年度冬季(11月~3月)比で削

減するように努めること。
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(1の各係府ハ間の連携

「省エネルギー国民運動の強化について」(平成19年11月29日、省エネルギ

・省資源対策推進会議決定)に基づき実施される各種取組において、関係府省庁間

の連携強化に努めること。

al)庁舎などの省エネルギー対応

地方支分部局を含めた庁舎や公務員宿舎の整備にあたっては、太陽光発電、高効率

照明、高効率給湯器、高効率空調機、燃料電池、複層ガラスや二重窓などの高断熱窓・

サッシ、 BEMS等のエネルギー消費効率を改善するための設備・機器等を可能な限

り幅広く導入し、省エネルギー化に努めること。また庁舎で使う燃料についてもバイ

オマス燃料、都市ガス等の温室効果ガスの排出の少ない燃料の選択、使用に努めるこ

と。

(12)グリーン庁舎の整備

グリーン庁舎の整備を推進するとともに、グリーン診断も踏まえ、省エネルギー化

を重点的に実施すること。また、省エネルギーに資する適正な施設の運用管理を徹底

すること。なお、建築物の建築又は大規模な改修に係る設計業務を発注する場合は、

環境配慮契約法の基本方針を踏まえ、原則として温室効果ガス等の排出の削減に配慮

する内容を含む技術提案を求め、総合的に勘案して最も優れた技術提案を行った者を
特定する方式(環境配慮型プロポーザル方式)を採用すること。

(13)庁舎の簡易ESC0診断の早期実施

地方支分部局を含めた庁舎の省エネルギー化を進めるため、既にグリーン診断が行

われている場合も含め、簡易E S CO (En改gy service company)診断を未実施のと

ころは早急に実施にっいて検討するとともに、可能な限りESC0事業の導入を検討

するごと。なお、検討に当たっては、環境配慮契約法により国庫債務負担行為につい

て10年に延長されていることに留意すること。

(14)電気供1合契約における環境配慮

電気の供給を受ける契約のうち、入札に付する契約については、入札に参加する者

に必要な資格として、温室効果ガス等の排出の程度を示す係数及び環境ヘの負荷の低

減に関する取組の状況(新エネルギーの導入状況'未利用エネルギーの活用状況等)

を定め.た上で、上記資格を満足する者の中から落札者を決定する方式(裾切り方式)

を活用する等、環境配慮契約法の基本方針を踏まえ契約を締結すること。

(15)低公害公用車の導入の促進

一般公用車については低公害車の導入比率100%を維持するとともに、一般公用
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車以外の公用車についても、数値目標を掲げて低公害車化を図ること。さらに、入札

に付する契約については、購入価格及び環境性能を総合的に評価し、最も優れた者と

契約する等、環境配慮契約法の基本方針を踏まえ契約を締結すること。また、電気自

動車等の次世代自動車については率先導入すること。

政府は、以上の対策について、その効果を把握し、その後の対策に活かtため、アン

ケート調査等により実施状況のチェック・アンド・レビューを行う。

2.政府は、省エネルギーが新しい積極的なライフスタイルであるというイメージの構

築を図るとともに、そのようなライフスタイルを子供たちや若い世代が受け入れられ

るよう広報の実施やエネルギー教育の実施等を図る。

(D 省エネルギー型ライフスタイルの定着

国民にとって省エネルギー・節電が、我慢、節制という消極的なイメージ(生活像)

ではなく、 21世紀における新しい積極的なライフスタイルであるというイメージの

構築を図る。食生活、フ,アッション、住環境等の.行動様式等について、パンフレット

や出前講座等による情報提供を通じて、その実践・普及を図るなど、省エネルギーが

積極的に受け入れられるような意識の醸成を図り、省エネルギー型の新しいライフス

タイルの定着を図る。節電についても、伺じく積極的なライフスタイルどして定着を

図る。

(2)"エネノレギー

子供たちや若い世代が、エネルギー問題と社会経済システムやライフスタイルとの

関わりにっいて理解を深め、省エネルギーや節電に向けた行動を実践する態度を身に

付けられるよう、学習機会や広報の充実を図るとともに、学校、企業等に対し、子供

たちや若い世代が省エネルギー・節電の重要性についての理解を深めることができる

ような場の提供等について協力を求める。

*の実

Ⅱ産業界及び家庭など国民に対する周知及び協力要請

以下の1から4までに掲げる事項について国民ヘの周知徹底を図るため、政府は、

関係団体、関係業界、地方公共団体、 NP0等に対して、家庭や事業者などに省エネ

ルギーの呼びかけを行うよう協力を要請司、る。また、卿絲氏1の「冬季の省エネルギー

に関する各府省庁の普及広報活動」を中心として、幅広く普及広報活動に努める。あ

わせて、冬期の電力需給ギャップの解消に向け、産業から家庭までそれぞれの電力需

要家が関西電力管内で10%、九州電力管内で5%を目標とし、また、その他の管内

では国民生活や経済活動に支障を生じない範囲でそれぞれ節電に取り組むこととし、

政府として普及啓発をはじめとする所要の措置を講ずる。

1.工場・事業場関係
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(D 改正省エネ法に基づくエネルギー処理の実施

平成20年に改正されたエネルギーの使用の合理化に関する法律(以下「省エネ法」

という。)を踏まえ、事業者単位での年間エネルギー使用量を把握すること。

なお、エネルギー使用量の把握にあたっては「平成20年度省エネ法改正の概要」

(http://WW.飢echo. meti..go.jp/topics/080801/080801. htm)の情報等を参照すると

ともに、新たにエネルギー管理を行うこととなる事業者等でも簡易に把握できるよう

に用意されてぃる、エネルギー使用量の簡易計算表

(http://WW.enecho-shoeneho.jp/#point/calc.htmD を適宜活用すること(前年度

における事業者単位でのエネルギー使用量が原油換算にして1,500キロリットル

以上の場合には、翌年度5月末までにエネルギー使用状況届出書

(h比Pソ/WW. enecho. meti. go.jp/topics/080801/youshikil. doc)を本社所在地を管

轄する経済産業局に提出することが必要となる(但し、既に「特定事業者」又は「特

定連鎖化事業者」の指定を受けている場合を除く)。また、指定を受けた事業者は、

事業者単位でのエネルギー管理の実施にあたり、エネルギー管理統括者等の選任、中

長期計画書・定期報告書の提出等が義務づけられることに留意。)。

業務部門のエネルギー需要の増加を踏まえ、特に、飲食料品小売業、一般飲食店、

病院、宿泊業、社会福祉・介護事業、学校、各種商品小売業等業務部門の事業所にお

いては、「省エネルギー国民運動の強化について」に基づき作成した「省エネルギー

実施要領」(http://W卿.enecho.m.ti.80.jp/topics/080804/080804.htm)を活用し、

エネルギー管理の徹底に努めること。また燃料の選択についてもバイオマス燃料、都

市ガス等温室効果ガスの排出の少ない燃料の使用に努めること。

(2)自主的な省エネルギー等ヘの取組の推進

社団法人日本経済団体連合会の経団連環境自主行動計画の対象者にあっては、その

実現に向け、工場・事業場において経済的・技術的に最高水準の省エネルギー機器・設

備を導入することや、設備のきめ細かな運転の管理等により、省エネルギーへの取組

を徹底して推進すること。また、同計画の対象外の者にあっても、自主的・計画的に

省エネルギーへの取組を徹底して推進すること。さらに、事業者は、自主的・計画的

な取組により、使用最大電力の抑制に努めること。

(3) ESC0事業の活用を含めた省エネルギー診断の施

自らの工場・事業場にっいて、更なる省エネルギーの可能性を客観的に把握するた

め、エネルギー消費設備が効率よく運用されているかどうか等について、包括的な省

エネルギーサービスを提供するESC0事業の活用を含め、省エネルギーに関する診

断の実施を検討すること。

2.業務・家庭関係

ア家電機器等エネルギー消費機器について

(D 機器の消費エネルギー・電力の削減
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家電機器、 OA機器、自動車等のエネルギー消費機器については、必要なエネルギ

ーを必要な時に効率よく使うという観点に立ち、消費電力の削減に努めること。例え

ば冷蔵庫にっいて、設定を「弱」に変えること、扉を開ける時間を減らすこと、庫内

に食品を詰め込み過ぎないようにすること。テレビについては省エネモードに設定す

るとともに画面の輝度を下げ、必要な時以外は主電源を切ること。温水洗浄便座につ

いて,は便座保温・温水の温度設定を下げ、不使用時はフ夕を閉めること。電気力ーペ

ツトにっいては、人がいる部分だけを温め、設定温度を「中」または「弱」にするよ

う心がけること。こたつについては、上推卜けなどを活用し、暖気を逃さないようにす

ること。こうした取組を心掛けることで、日頃から消費電力の削減に努めること。

(2)

家庭・オフィスにおいて、省エネナビ等のエネルギー消費量を見える化できる機材

等を用いたエネルギー使用量の把握に努め、省エネルギー活動の可能性について検討

を行い、省エネチ土ツク表(呂嚇氏2)を参考として家庭等における創意工夫に基づい

た省エネノレギーの実践に努めること。

庭等における省エネルギーの創意工夫と実践

(3)

家電機器、 OA機器等の購入に当たっては、国際エネルギースターロゴの表示や、

政府、事業者等が提供するエネルギー消費効率に関する清報を参考としつつ、より省

エネルギー性能の高い機器を選択すること。特に、エアコン、冷蔵庫、テレビ、照明

の購入に当たっては統一省エネラベルによる省エネ性能表示に留意し、省エネルギー

性能の高い製品を選択すること。その際、必要に応じて省エネ型製品普及推進優良店

や省エネ家電普及促進フォーラムの活動、省エネ家電普及促進キャンペーン(平成2

3年10月20日から平成24年1月22日まで)を活用し、キャンペーン期間中に

おける積極的な省エネ家電の選択・購入に努めること。

コ二 ノレギー1 六ーマの伺し

④機器に関するf圭報提供等とエネルギー消効率の向上

の選択

家電機器、 OA機器等のエネルギー消費機器の製造・輸入事業者・小売業者におい

ては、機器のエネルギー消費効率を消費者にわかりやすく示すとともに、機器がエネ

ルギー消費の削減にどのように役立つのか、どのような使い方が最もエネルギー使用

量が少ないかにっいてきめ細かな情報提供、表示に努めること。また、製造・輸入事

業者においては、「エネルギー消費効率が現在商品化されている製品のうち最も優れ

ている機器の性能以上にする」というトップランナー方式に基づいた機器の省エネル

ギー基準を踏まえ、自ら製造・輸入する機器のエネルギー消費効率の向上に努めるこ

と。

入

イ

(1)

住宅、ビノレ等について

暖房中の室温管理の徹底等

住宅においては、原則20゜Cを徹底するとともに、ビルにおいては19゜Cに設定す
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る等、適切な空調の使用・管理を行うこと。この場合において、適切な室温の下で快

適に過ごせるよう「ウォーム・ビズ」を励行すること。省エネ効果を高めるため、こ

まめにエアコンのフィルターを掃除すること、室外機周辺の障害物を取り除くこと、

等に留意すること。また、業務に支障のない範囲で執務エリ.アの照明の間引き、昼休

み等における完全消灯、エレベーターやエスカレーターの運転台数削減、自動販売機

の管理者の協力のもと自動販売機の適切な温度設定等に努めることにより、エネルギ

一消費にっいて適正な管理を行うこと。なお、電気室及びコンピューター室の空調設

定温度にっいても、エンピューター等の性能が確保できる範囲内で可能な限りで設定

温度を調整する等の適正な運用に努めること。

(2)ハエネノレギーに配慮した'ル'

住宅、ビル等の新築、増改築、改修等に当たっては、外壁・窓等を通して熱の損失

の防止を図るため、省エネ法に基づく住宅及び建築物の省エネルギー基準を踏まえ、

断熱材の利用、設計・施工上の工夫による熱負荷の低減など的確な設計及ぴ施工を行

うこと。また、積極的なエコ住宅の新築や断熱改修などのエニリフォームに努めるこ

住宅、ビル等の所有者は、日照等の設置条件による発電効果等を考慮した上で、太

陽光発電の余剰電力買取制度、導入補助制度等の活用を通じて、新築・既築双方にお

いて、太陽光発電システムの設置に努めること。照明の購入に当たっては、電球形蛍

光ランプやLED電球、 Hf型蛍光灯器具、 LED照明器具、セラミックメタルハラ

イドランプへ代替可能なものは切替えに努めること。夜間照明を行うに当たっては、

可能な場合にはグリーン電力証書の活用に努めること。エネルギー使用機器を最適に

制御するためのITを活用した需要マネジメントシステムの導入に努めること。また

事業所等で使う燃料についてはバイオマス燃料、都市ガス等温室効果ガスの排出の少

ノ

'エネルギーに配慮した設備の導入等

・施工

ない燃料の選択、使用に努めるごと。

(4)省エネルギーに資する事業活動の合理ヒと、従業員等の意識向上

事務の見直し等により残業を削減する等、省エネルギーに資するような事業活動の

合理化に努めること。また、従業員等に対し、省エネルギーに関する知識や技能を身

にっけるための研修.・シンポジウム等ヘ参加する機会を提供するよう努めること。

3.運輸関係

(1)省エネ法に基づくエネルギーの管理の徹底

貨物(旅客)輸送事業者にあっては、省エネ法に基づく「貨物(旅客)の輸送に係

るエネルギーの使用の合理化に関する貨物仂矢客)輸送事業者の判断の基準」の遵守

に努めるごと。また、荷主にあっては、省エネ法に基づく「貨物輸送事業者に行わせ

る貨物の輸送に係るエネルギーの使用の合理化に関する荷主の判断の基準」の遵守に

8
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努めること。
一ノ

(2)自ら製造・輸入tる機器のエネルギー消費交率の向上

自動車等のエネルギー消費機器の製造・輸入事業者においては、「エネルギー消費

効率が現在商品化されている製品のうち最も優れている機器の性能以上にする」とい
うトップランナー方式に基づいた機器の省エネルギー基準等を踏まえ、自ら製造・輸
入する機器のエネルギー消費効率の向上に努めること。

(3)公共交通機関の利用の促進

通勤や業務時の移動及び休暇におけるレジャー等の人の移動に際しては、できる限

り鉄道、バスなどの公共交通機関の利用を図り、近距離移動に際しては、徒歩や自転

車での移動を図ること。道路交通混雑の緩和のための時差通勤の促進に積極的に取り

組むこと。

'④エネルギー消効率のよい

自動車の購入に当たっては、省エネルギー基準を踏まえ、政府、事業者等が提供す

るエネルギー消費効率に関する情報を参考とするとともに、クリーンエネルギー自動

車等導入促進対策費補助金、自動車重量税・自動車取得税の時限的減免措置・時限的

軽減措置を活用し、環境性能に優れた自動車(エエカー)・の導入に努めること。貨物

輸送に際しては、輸配送の共同化等による積載効率の向上、鉄道や内航海運といった

大量輸送機関の積極的活用等、物流の効率化を図ること。

(5)

鉄道、バス、トラック、自家用及び業務用自動車、航空機、船舶等の暖房中の室温

は、暖房が過度とならないように原則20でを徹底する等、エネルギー消費について

適正な管理を行うこと。

(6)エコドライブの実践等

勺送機の選択

U送機関における暖房温

,自動車を利用する場合には、エコドライブ(ふんわりアクセル、早めのアクセルオ

フ、アイドリングストップ、タイヤの空気圧を適正に保つ等)の実践、交通渋滞の軽

減に資するシステムの利用(VICSの活用等)等により省エネルギーに努めること。

また、バイオマス燃料等温室効果ガスの排出の少ない燃料の選択、使用に努めること。

4.その他

(D 地域においては、ブロック単位で設置された地域エネルギー・温暖化対策推進会議

を通じて各地域の政府機関、地方公共団体、経済団体、消費者等との情報共有・連携

を図る等、地域の特性を踏まえた取組を推進すること。

(2)省エネルギーに資する、廃棄物の発生抑制ψデュース)、再使用ψユース)、

の'正ヒ
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0冬季の省エネルギーに関する各府省庁の普及広報活動

内

省 庁

閣

総

府

務

吻奇広報を通じ、冬の省エネルギーの普及広報活動を行う。

ホームペ一労易載を通じ、省エネノレギーの普及心雌を図る。

関評辰熱こ対し、冬季の省'工才、ルギ→対策の一層の芥雌について夏清ずる。

省
1.悔纎酬言産業の関係団体等ιこ対し、,情報洲言を活用した交圖七替(テレワーク)や自動車或通の円瀏ヒ物流の刻馴ヒなど省工才、ルギーに資tるイ青報通イ評1」

用の普及に努めるとともに、省エネルギーの一層の周失所散底を図るよう要請する。

2.}首路交通'情報のきめ細かな収集と適切な提g塒により交通流の円滑化を図り、省エネルギーを実跳ずるため、 3メディア対j諸!VICS対応車鞘朧の普

及促進を図る。

3.「冬季U)省'工才、ルギー刻策について」 G嘗洛会^について、オ哨内、ナ也方支邪β局等に対し、佶肉祠、ることにより、省工才、ルギーの普及促進を図る。

法 務

外

実

省
1.;本消'内、f也方支分矧1局等に対し「冬辱畝治'工才、ルギー対策について」 6宮絡会議決畑の描隹に努めるよう周会所飽民を図るとともに本省内のポスター掲示、

ホームページ掲載等を通じ、省エネノレギーの普及広幸磁こ努め、省工二〒'、ノレギー意識の定着及U喫践を図る。

務

施

財

省

す

務

1.司哨'内、闘系団材解に対し「冬季j治'工才、ノレギー対策にっいて」陣ミ瑠会^の重要性及て琳街竺の周失偏棚ぎを図るとともに、オ哨内の1易示等を通じ、省
エネノレギーの普及広報に努め、省工才、ノレギー意識の改革及て院践を図る。

文部科学省

」

省

る

1. 陰丞円濱工才、ルギー対策について」 G重絡会^について、本治内、1妨支5コ培四司等に対し、周灸炯、ることにより、省工才、ルギーの普及促進を図る。

厚生労働省

1.教育委員会及び関儒幾関等に対し、「冬季の省工才、ノレギー剣策について」 6斬絵議決定)の推進に努めるよう周知することにより、普及促進を図る。

2.「冬駒渚工才、ルギー対策に1、て」 G斬各会^、学樹識1こおける省'工才、ルギー対策について^罰及てR学校{こおける省工才、ルギー点検チェッ

クリストのホームペーシ司易載をi臣じ、省工才、ノレギ「D普及促進を図る。

及 広

1.本省内及び1也方支分部局^周知をはじめ、「省エネ総点検の助に向けて、関係団体等を通じ、省エネルギーの周知に努め、また、普及広報活動も

含め協力を依頼する。

2.建築物環境衛生管理技術者講、"会1こ北'いて、ビルの管理^における省工才、ノレギー対策に関する1^を行う。

報 活 動

促1」紙1)
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省

農林水産省

庁

1.劇ヰ樵業者等に対し、パンフレットの酉怖やインターネットによる情報提供・、凱雫団体等を通じて、農材ツk産業における省エネルギー刻策について普

及広報を行う。

2.農業者'に対して力搬園芸の省エネルギー生産管理の実践や農業機械の省エネルギー利用の描隹について、利用マニュアノレや生産管理チェックシートの

酉飾、インターネットによる情報提供等を通じて普及イ足進活動を行う。

3.漁業者等に対して、豫船の経満刻変での運行、機関の適正な保守点検等の省'エネルギー対策について漁協系統広報誌、インターネットによるt欝R矧北

等を通じて普及促進活動を行う。

4.食ドトの輸送に伴う燃料の消費抑制にも資するため、1也膨也消の証雌の普及磨発活動を行う。

経済産業省
1.^'及びj妨経済産業局等1こおいてパンフレッ樋怖、ホームペーシ司易載等を通じ、省工才、ルギーの普及促進を図るとともに、凱系団イ本等を通じ省エネルギ

ーの周知徹底を図るよう要請する。

2.民問団体等を通じて、

ω省エネルギーポスターを作成し、全国規模で官公庁、吻前掲係、団体、関係業界、j{肪公共団依学校等に貼イ寸する。

(2)機器のエネルギー消費効率等をわかりやずく^肖賓者に示す「省エネ儲をカタログ」を作成・酉論する。

③家庭等ιこおいて、工才、ルギ・→赫"量をりアルタイムマ陣握できる工才、ルギ→吏用量表魂十幽工才、ナビ期を用いて通常ベースの使用量省エネルギーベ

ースの使用墨舗の調査、'朧艮提供を行い、その成果等について広ぐ麟R提供する。

④エコドライプの実践方法を広く情宰侵提供ずると共に、講習会及て徴習会を剣向ずる。

⑤その他、新聞広報、ホームページ、インターネット等による省エネルギー広報のぢ剣ヒを図る。

(6)ビルに船ける省エネ手法を紹介したパンフレットの酉許を行う。

3.グリーソ物游〆ートづーシップ会議D活動櫛重じ、トラックの輪送刻酬ヒ複数荷主によるモーダノレンフト及U洪同輪送、 3PL:事業による物流の郊雫化等

の取組みの普及・拡づくを呼びかける。

実 施・ す

国土交通省

る

1.側)建築環境・省エネルギー機構を通じ、省エネルギー基準やその計算方法等に関する「建築環境・省工才、ルギー講習会」を開催するとともに、「環

境・エネルギ、→憂良建築吻マーク表示制度」、「環境共生住宅認定伶咳」を実施し、環境共ノ主住宅巡く回展を開催する。

2.金髄事業者に対し、省工才、ノレギーに関するポスターを1易方÷ずる等広報に努めるように要請する。

3.ホームペ一三相載等により、ガソリン自動車の燃費一覧の朧甜説北を行う。

4.グリーン物F〆ートづ~ーシップ会議羽舌動を通じ、物流α茂歴矧ヒ等の取組みの普及・拡ブくを呼びかける。

5.運転勺事業者のグリーン経営(環境負荷の少なし連業経営)推進のための「グリーン経営推進マニュアノレ」伯動車海事及ぴ倉庫凱系事業者向け)の配

布、講習会の開催等を行う。

6.1首路交通悔Rのきめ細かな収集と適切な提含埒により交通流の円滑化を図り、省工才、ノレギーを実践ずるため、 VICSの普及促進を図る。

及 広 報 活 動

J

^
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省

環

庁

境 省
1.経済界をはじめとする各界と連携しながら、名種メディアを有嫌り1こ用いて、負蛸隷即劉印y司緻り慶兄をイ云えるとともに「6-M)チャレンジ」をはじめとする

具1軸りな温鬪ヒ防止のt,動の実践を促す、「チャレンジ25キャンペーン」を愛弔工とした1也琳昆圖ヒ防止の国騎軍動を芥雌する。

2.「チャレンジ25キャンペーン」として、省工才、ルギ・ー・省C021こつながる新しいライフスタイル~τ唖鹸や省工才、ルギー亥力果の高し製『〆⑦買換えなどを

呼U榔ナる。

3.11月1日から3月31日までの間、政府はもとより、自樹え、民間企業、各家庭に対して、「ウォームビズ」の実践の呼びかけを実施し、政府においては

19ヤ、民間においては20゜Cの室温を目途にした、適釖な暖房使用を普及する。

防 衛 省
1.本省'及び"坊支分部局並てNこ関係団体1こ対し E冬季の省'工j〒、ルギー刻貿こついて」健き名会^の資料を香飾し、その重要性及て陌工j7、ルギーの意義を周

交断卸民するとともに、カミス、ター、貼りき印刈易司鶏、省工才、ノしギー刻策の普及を図る。

2.当省の環境保全の取組、・家庭でできる省エネルギー対策等にっいて省OA掲尉反に掲載することにより、1哉員に対し周知を図る。
3.j〒舎内に設定温度等のポスターを掲示することにより省エネルギャ対策を周知する。

察

実

庁

施

1.「冬季の省エネノレギー刻策にっいて」 G車絡会議決定)について、本庁内、都辿奇県警察、関係、団体等に対し周知することにより、省エネルギーの普
及促進を図る。

2.関係団体に対し、経済運転や不要不急のマイカーの利用自粛等の普及広報活動を行うよう要請。

3.都道府県警察に対し、経済運転・節約運転の方法、駐車違反の防止等について普及広報活動を行うよう要請。

4.交通需要マネジメント施策等、省エネルギーに資する加蕉描董の普及広報に努める。

5.道路交ミ凾情報のきめ細かな収集と適釖な提g埒により交通流の円滑化を図り、省エネルギーを実践するため、 3メディア対応型VICSの普及心靈隹を図

る。

6.燃ドト?肖費量及ぴ二醐ヒ炭剥既台鮒^点力喝、エコドライブ(やさしレ喝商隻いわゆる「ふんわりアクセノレ『eスタート』」、力酢鑓4沙なレ"劉泳早め
のアクセルオフ、無用なアイドリングをしないこと、タイヤの空知王を適正に保うなどaX除実7'よ'劇余・剰肯等)の五課啓発を促進する。

す

金

消費者庁

る

融 庁
1.

及

唆辱U濱工jl,'、ルギー刻策にっいて」 6重絡会議決定にっいて、'本J抽、関俳団侶棚こ対し周知することにより、'省工才、ルギーの普及イ盾隹を図る。

1.省工才、ルギーの普及促進や、1哉"括に関ずる情ま陪凱言の際に省工才、ルギーの睡旨・:竜義力ゞ反映されることを図るため、

6聾各^について、庁内割U歌ける。

広 報 活 動

ぐ

・ 13 ・

「冬季の省工才、ルギーメ司策について」

普

警



風.1 0 ι0
冷房は28气》、暖房は20%)を目安に温度戚定をしている1
.冷房時:エアコンの温度設定を27Cから28ヤに
.暖房時:エアコンの温座成定を21Cから 20゜Cに
.暖虜時:ガスファンヒーターの温度設定を 21゜Cから 20でに
.暖房時:石油ファンヒーターの温度'還定を 21゜Cから 20゜Cに
電気力ーペットは部屋の仏さや用途にあったものを選び、温度般定をこまめに闘節し旦
ている。

.部屋の広さや用途にあったものを選ぶ

.設定温度を下げる

冷暖房機器は不必要なつけっぱなしをしないように気を付けている。3
.冷房時(2 8、C):エアコンを 1日 1時間短縮
.暖房時(20゜C):エアコンを 1日 1時問短縮
.暖房時(20气》):ガスフフンヒーターをln 1時問短縮
.暖房時(20て):石油ファンヒーターを 1日 1時間短縮
こたっはこたっ布団と一緒に敷布団と上掛けも使用し、温度設定をこまめに朋節して'
いる。

.敷布団と上掛け布団

.設定温度訊節

乙1偏 N

5 照明は、街エネ型の蛍光灯や電球形蛍光ランプを使用するようにしている
.白熟球(5゛W)を省エネ型の電球形徴光ランプ(12W)に替える
人のい九い部屋の照明は、こまめな消灯を心がけている。旦
.蛍光ランプ(12W):1灯あたり 1日 1時問短縮
.白熱灯(54W) 1灯あたり 1日 1時問短縮

五冴J

フテレビをっけっぱなしにしたまま、他の用事をしないようにしている。
.25インチ(ブラウン管):1時問短縮

太l a写

冷蔵庫の庫内は季節にあわせて温度鯛整をしたり、ものを詰め込み過ぎないように整
理整頓に気を付けている。

.詰め込みすぎない

.冷蔵強度を適卯に G金一中)

9 冷蔵庫は壁から適切な間開をあけて設霞している。
10 冷蔵庫の扉は開閉を少なくし、開けている時問を短くするように気を付けている

.無駄な開閉をやめる(50回/日→25回/日)

省エネチェック表

省エネ項目

Y露S 口

節額

偶噺氏2)

YES 口

YES 口

YES 口

670円

1,170円

1,390円

780円

チェック

11 洗いものをする時は、給陽器は温度股定を出来るだけ低くするようにしている。
.温度設定を40゜Cから 38゜Cに

12

YES 口

YES 口

YES 口

YES 口

1,980円

4,仭0円

煮物などの下ビしらえは電子レンジを活用している。

.葉菜(ほうれん草、キャベツ)の場合

.果菜(ブロッコリー、カボチャ)の場合

.根菜(ジャガイモ、里芋)

剰吏用電力は増大するので、ピーク期問・"机礁における使用は避けた方がよい場合がある。
電気ポットは長時問使わない時には、コンセントからプラグを抜くようにしている。

食器洗い枇燥機を使用する時は、まとめて洗い温度調節もこまめにしている。
手洗いと比較した場合

夜品フロ
お風呂は、問隔をおかずに入るようにして、追い焚きをしないようにしている

シャワ一ほ発陽を流しっぱなしにしないように気を付けている。

.流しうぱなしにしない(1分間/回の短縮)

410円

900円

,240円

,300円

13

14

YES 口

YES 口

亙

15

16

YES 口

ⅦS 口

YES 口

YES 口

710円

,080円

17

50円

YES 口

YES 口

温水洗浄便座は温度般定をこまめに鯛節し、使わない時はふたを閉めるようにしている
.使わない時にふたを閉める

.便塵の設定温度を1段階下げる

洗浄水の温度設定を1段階下げる

100円

430円

YES 口

700円

YES 口

YES 口

960円

1,360円

990円

YES 口

ⅦS 口

YES 口

YES 口

230円

1,500円

1,120円

1,210円

1,130円

YES 口

YES 口

2,360円

YES 口

YES 口

YES 口

10,670円

6,四0円

YES 口

3,170円

YES 口

Y郡口

フ70円

認0円

300円



18 洗濯寸る時は、まとめて洗うようにしている。
.まとめて洗濫する(定格容避の4割→8割)

1 ふんわりアクセル「eスタート」を心がけている。
加減速の少ない運転をするように気を付けている。

21 早めのアクセルオフをするように気を付けている。

22 アイドリングはできる限りしないように気を付けている。

2旦外出時は、できるだけ車に乗らず、電車・バスなど公共交通機関を利用するようにし
ている。

ΞC

24 楓気製品は、使わない時はコンセントからプラグを抜き、待機時消費電力を少なくし
ている。

.主電源を切り、プラグを抜く

電気、ガス、石油機器などをう時は、省エネルギータイプのものを選んでいる。

家の省工大典

YES 口

家廷

より ^

フィスでは「家庭の省エネ大事典 2011年版

の省エネを実践しましょう!

^

此

3,950円

11, H0円

家庭の省エネ大典2011年版の細はこちら!

^
YES 口

^

^
^

^

(参考文献:「家庭の省エネ人事典20U年版」

も舌用した、

検索

2



今冬、関西電力・九州電力管内を中脚に、電力不足が懸念されます。政府、電力
会社においては、引き続き供給力の確保に最大限の努力をして参のますが、それで
もなお電力需要と供給力にはギャップが発生することが懸念されます。
大変なご迷惑をおかけしますが、需給ギャップによる停電の発生を回避するため、

ライフライン機能の維持や生産活動等に実質的な影響が生じない範囲で、以下のと
おり自主的な節電のご協力をお願い申し上げます。

(1)関西電力管内

31231211

事業者の皆様・ご寡庭の皆様ヘ
今冬の節電ヘのご協力のお願い

平日(年末坪始は12129~ν4を除く)
平日9:00・21:00 9:00-21:00

数値目標なしの節電 10%以上の節電÷

※関西電力管内にて節電をお願いする期間・時閻帯において、それぞれの需要家の前年同月の使用最大電力
(kw)の値等を目安とした基準からの節電をお願いし裁す。(面参照)

※'10%以上の節電を実施した場合、ライフライン機能等ヘの支障や生産活動に実的な影を及ぼす場合に
は、影響が生じない範囲で自主的に目標を設定頂き、節電をお願い致します。その合には、事業所の業務
部門については共通目標('10%以上)を上回る節電をお願いします。
(詳細は、 ht如:11WWW.metigo.jplea此hquakelelectricity_supplyl0325_electricity_supply.htm1をご覧ください。)

(2 九州電力管内
2/312119 31301211

12/19

平日8:00-21:00

数値目標なしの節電

平白(.床年始は12尼9~ν4を除く)
平日8:00-21:00

8.@φ、21.φφ
数値目標なしの節電

'5ツ0D 上の三価毛嫁

※九州電力管内にて節電をお願いする期間・時間帯において、それぞれの需要家の前年同月の使用最大電力
(kw)の値等を目安とした基準からの節電をお願いし該す。(裏面参照)

ライフライン機能等ヘの支や生産活動に実質的な影を及ぼす場合には、※'5%以上の節電を実施した 合、

影轡が生じない範囲で自主的に目標を設定頂き、節電をお願い致します。その場合には、事業所の業務部門
については共通目標('5%以上)を上回る節電をお願いします。

(詳細は、 hせP:11WWW.meti.go.jplea杙hquakelelectricity_supplyl0325_electriclty_SU即ly.htm1をご覧ください。)

その他の電力管内(北海道、東北、東京、中部、北陸、中国、四国)

3130平日(年末辱始は12129~ν4を除く) 9:00・21.00

平成23年れ月

経済産業省

(3)

1211

3/30

平日9:00.21:00

数価目標なしの節電

被災された地域の皆様ヘ
特に無理のない範囲でのご協力をお願い致します。
(例えぱ、昼休みの消灯、使用してい恋いエリアのこまめな消灯等)

※平白(年未年始は12129~ν4を除く) 9:00・21:00において、国民生活及び経済活動に支障を生じない範囲
(照明・空調等の節電等)での節電をお願いし萩す。(面参照)

数値目標なしの節電※



使用最大電力 kvV の抑制につして

①ピーク期間・時間帯御)において、それぞれの需要家の前年同月侠のの使用
最大電力(kw)の値等を目安とした基準からの節電をお願いします。
※1)各電力会社管内において節電を要謂する期間・時閻帯。

例:開西電力管内であれぱ、数値目標を設定するのは12月19日3月23日(12/29・V4を除く)平日9:00-21:00
※2)2012年1月であれぱ2011年1月の使用大電力(kw)等

②1日(24時間)を通じた電気の吏用量(kwh)の合計の抑制ではあのません。

関西力管内の事業所A (1月)の場合<例>

以下の、関西電力管内における事業所A (1月)の例の場合、前年1月の使用最大電力

5,oookWに対し、今冬10%以上の節電により、今冬1月における平日(ν3, V4を除く) 9:00-21:00
の時閻帯は、使用最大電力(kw)が、 4,50okWを超えないよう節電ヘのご協力をお願いし薮す。

使用鼠大舗力

(kw)

5,Φokw

基準電力

事業所Aの昨抹1月11日(火)
の口ードカーフ(kw)

4,50okw

前年1月の使用最大電力(kw)の実炉値
(例) 2011年1月11日(火) 5,oookw

10g6以上

の節

今冬1月の節電目標
(仮D 1月の目標

節電に関する情報をご紹介

政府の節_ポ」タルサイ、「節北go.jp」
ht如ιιIWWW.setsuden.go.jp

具体的な節メニューをご紹介

節電メニュー
h壮P:1/WWW.meti go.jp/earthquakelelectrici
ty_supplyl0325_electriciw_supply,html

9:00

(九州は8:0の

(使用最大電力KWの値)

:4,50okWを超えないようにする

9:00

喰行電を要請する時間帯

12:00 14:00

節にするお乱、合わせは

節電ダイヤル
T L.0570-064-443 (9時~17時》

力がひっ迫したら携帯'信舌・マホにお知らせ

需給ひっ迫お知らせサービス
h廿P:1/seikatsu.setsuden。go.jp/appli

18:00

21:00

時


